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１°はじめに
「子育てには、時間のかかる幅広い取り組みが求められます。現在、日本の各地で、子どもた
ちが、家庭や地域で愛情に包まれながら育つために、また同時に、誰もが安心して子どもを生み
育てることのできる環境づくりのために、様々な子育て支援の取り組みが始まっています。今日
の少子化社会の中で、子育ての不安や負担感を解消することは、子どもの成長と発達のために
も、地域の発展のためにも、何よりも真剣に取り組まねばならない課題です。子どもの伸び行く
力を支え育て、子育て家庭に適切な支援を行うためには、子どもを取り巻く環境の一層の健全化
を図り、各種の社会資源の相互の連携を深めて、保育力を高めていかなければなりません。
保育士の役割は保育にあります。複雑さが増し、混迷を深めている現代社会では、保育士の役
割も拡大しています。平成21年４月１日、保育所保育指針も改定されました。幼稚園教育要領も
改訂されました。今や、保育の原点に立ち返り、子育て支援の意味を改めて考察してみる機会か
もしれません。保育に携わる全ての人が何を見据えるのか、自己の可能性を探る意味でも、より
豊かな社会づくりの意味でも、保育士の役割を見つめ直してみる必要があると考えています。
（この項：「保育フォーラム」筆者担当講演要旨より：愛媛県今治市「グリンピア玉川」：２００９
（平成21）年10月24日（土）
今回、保育に纏わる最近の動向を踏まえ、子育て支援の活動に関して、保育士の役割を考察
し、保育サービス展開の基本的な視点として、資料を整理しました。
２．保育活動の原点：子ども家庭福祉の考えとその取り組み
今を遡ること16年前、平成６年12月16日に、エンゼルプランが策定されました。そこには、近
年の児童・家庭に関する諸状況の変化に伴い、今後の子育て支援のための、さまざまな施策の基
本的な方向が提示されました。児童・家庭に関する諸状況は大幅に変化しています。
厚生の指標｢国民の福祉の動向」（財団法人厚生統計協会）によると、その状況は、１）所得水
準の向上、都市化、産業構造の変化や高学歴化等に伴う、社会・経済状況の変化、２）核家族
化・少子化、女性の社会進出や世帯人員の減少等による、家庭の形の変化、３）地域コミュニ
ティの疎遠化や、子どもの遊び場や自然の減少による、地域コミュニティの変化、と整理されま
す。
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実際、子どもの生活時間や遊びは変化し、ストレスの変化や非行、あるいは家庭内暴力や不登
校の増加が顕在化し、親子の密着や過保護や過干渉、親離れや子離れの遅延、父親の物理的、心
理的な不在等があって、家族そののもが大きく変化してきています。子育てする親の側からも、
育児不安や育児伝承の欠如、父親の存在感の希薄化や、母親の育児専業からの離脱等が見られ、
確実に家庭の質そのものが変化してきています。
生活協同の低下により、家族機能は変化し、児童の養育機能も低下し、以前の家族機能は確実
に縮小しています。これらの状況を鑑み、国は、緊急保育対策事業として、当面の緊急保育対策
等を推進するため、多様な保育サービス、保育所の多機能化、子育て支援のための基盤整備等
の、基本的な考え方を将来を見据えて計画実施してきました。
本来、児童福祉の概念は、児童の権利、すなわち児童が幸福な状況にあることを意味します。
児童にとって、身体的、精神的及び社会的な調和の取れた発達が保障され、その福祉の増進を図
ることを何よりの目標としています。これまで児童福祉は、その取り組みの制度や政策、諸活動
の体系を総称した概念として展開されてきました。いままでの児童政策の主流であった要保護児
童の対策から、次代を担う児童一般の健全な成長と発達を図り、福祉の増進を志向した児童福祉
施策が推進されてきています。
子ども家庭福祉とは、従来の児童福祉に比べ、子どもを発達する一人の生活者として捉え、よ
り子どものニーズを理解・充足し、子ども自身の権利を保障していこうとする考え方です。児童
の福祉においては、子ども自身自らが、自己の個性に応じて、自己の成長発達を図り、自己実現
を図っていくことを何より大切にしなければなりません。
保育など様々な福祉サービスの中で、子ども自身の意思を尊重し、子どもの伸び行く力を信
じ、それを支援して、子どもの最善の利益を図っていかなければなりません。そのためには、今
後、これまでの対応に見られた事後処理的、あるいは補完的な対応だけでなく、より予防的で開
発的な取り組みを重視していかなければなりません。
子どもは保護され育成される存在です。児童の福祉とは、全ての子どもが、健康で明るく、人
間らしく成長し、生活していけるように、子どもの最善の利益を考慮するため、社会が子ども自
身と共に取り組んでいく活動です．
子ども家庭福祉の考え方から言えば、まずは子育てしやすい環境の整備を図らなければなりま
せん。そのためにも、児童の健全育成と自立支援のために、各種の制度の構築を図ることが重要
になります。既に、保育所の仕組みの見直しも始まり、児童の自立支援施策の充実も図られてき
ています。しかしながら、実情に即して、更に地域の実態に応じて、日々の生活の中で、子ども
が人間として尊重され、豊かな子ども時代が過ごせるような態勢を、なお一層作り上げていかな
ければなりません。
（この項：『児童福祉論～新しい動向と基本的視点～「児童健全育成と福祉」』より：第６
章：筆者執筆担当：Ｐ88～PlO7：2007年３月：ミネルヴァ書房）
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１）子ども家庭福祉の現状
児童の福祉問題に対する福祉施策は、福祉関係八法が改正され、施設福祉サービスと在宅サー
ビスが、きめ細かく一元的で計画的に提供されるという体制作りの観点から、在宅福祉サービス
の法的な位置づけの明確化として、充実が図られるようになってきています。児童福祉法の改正
に伴い、保育における利用選択方式や児童相談体制の強化が図られてきました。児童福祉法の改
正に当たっては、児童入所（ショートステイ）に係る事務が都道府県から市町村に委譲されると
ともに、児童居宅支援（児童居宅介護や、児童デイサービスや、児童短期入所）が、措置制度か
ら支援費支給方式に切り替えられました。児童福祉法改正の趣旨は、児童委員の職務の明確化、
主任児童委員の法制化、認可児童福祉施設等の監督強化、保育士資格の法制化、保育の実施に関
わる供給の拡大等になります。
一般的に児童福祉の専門職といっても、１）児童精神科医や児童心理学専攻等を経て、子ども
に関する専門家が福祉分野で仕事をしている場合と、２）社会福祉士や社会福祉主事等の福祉に
関する専門家が児童問題に関わっている場合と、３）児童福祉関係職員の養成機関出身から児童
の遊びを指導する者として、児童福祉の専門家が保育の業務をしている場合があります。いずれ
も一定の専門性に基づいて、子どもの福祉に関わる専門家といわれています。
児童福祉分野は広範なものであるため、それに従事する職員や職種は多岐にわたり、直接処
遇、間接業務、行政事務、管理業務、専門技術、相談援助等の担当職員に大別されています。児
童福祉の仕事に携わる人々は、児童福祉従事者と総称されます。全ての職員が児童の福祉の専門
職と云うわけではありませんが、それぞれが自己の職責を十分に果たし、連携・協力を図ること
で、児童の福祉の目的が達成されることが期待されています。
わが国の児童福祉の行政機関の中心は、厚生労働省児童家庭局です。都道府県や市町村におい
ても、地方自治法によって、国の行政機関と対応するように各部局が設けられています。児童福
祉に関する事項を調査審議する諮問機関として中央児童福祉審議会があり、地方には、都道府県
と政令指定都市にそれぞれ児童福祉審議会が設けられています。
２）子ども家庭福祉の課題
次世代育成支援事業は、以前のエンゼルプラン等に掲げた努力目標でなく、半ば義務化された
子育て支援の具体的な数値目標を目安に掲げ、少子化対策の事業として登場し、今後の事業活動
に夢を育むものでありました。今日、児童福祉事業運営費の一般財源化の流れの中で、各地方自
治体は独自的な取り組みを行わざるを得ない状況になっています。具体的保育業務においても、
新規の取り組みが増えるというより、従来の特別保育事業の活動内容を拡大拡張させる状況にあ
ります。改めて言うまでもないことですが、児童福祉法の理念には「児童の心身の健やかな成長
と発達は、国が支える」と明記してあります。今まさに、日本の全ての子どもに、豊かな生きが
いある環境を保障していけるかどうかが問われています。今日の少子･高齢化の中では、保護者
だけでなく、保育所や行政や地域が一体となって、子ども家庭福祉の充実を図る、支援の取り組
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みが実施されなければなりません。
平成21年には保育所保育指針が改定され、保育所が地域における子育て支援の機能を持つこと
が明示されました。保育所は、地域における子育て支援の拠点として役割を果たさなければなり
ません。保育士には、ソーシャルワークの原理を踏まえた保護者支援の役割もあります。地域に
おける子育て支援を有効に推進するためには、保育所も、地域住民にとって安心して生活できる
環境の確保を図り、地域のニーズを把握し、地域にある各種の社会資源と連携を図りながら、よ
り良い地域の発展に、貢献していかなければなりません。保育士に対する役割と期待は大きいと
いわざるを得ません。（この項：「福祉実践と地域社会～鹿児島の人と福祉のあり方～」より、
第２章筆者執筆担当：Ｐ12～Ｐ３７：2010年５月24日：ナカニシヤ出版）
３．保育相談支援の意味：援助者の役割
人は、多くの人や組織、または刺激との出会いやふれあいを通して成長していくといわれてい
ます。実際、人間関係は、決して固定化されたものではなく、自分の変化や相手の変化、あるい
は双方の歩み寄りによって変革して行きます。援助者自身が相手のニーズをどのように受け止め
るのか、また他者との連携調整能力や、権利代弁能力をどのように育むのか、またどのようにし
たら自分の存在をより広い視点で捉えられるのかは、援助活動にあたって極めて重要なポイント
になります。
援助者は、いつも独自の使命や、独自の視点や態度、また役割や機能を確認しておかなければ
なりません。そのためにも、援助者は、常に援助活動に際しての倫理観や基本的な心構えや姿勢
に関しての規範修得のトレーニングを行い、同時に実際に活用できる具体的な知識・技術修得の
トレーニングを行し､、ものの見方や考え方や気づきをできるだけ増やし、相手の想いを受け止め
る、視点修得のトレーニングに取り組まなければなりません。
保育士に限らず、対人援助の専門家は、より質の高い援助活動の実践を目指しています。援助
者が取り組むのは、何も利用者が抱える問題だけではありません。解決しなければならない問題
には、援助者自身の抱えている問題も絡み、援助者と利用者の関係や、援助者が所属する組織の
制約とかの問題も絡んでいます。対人援助者は、まず利用者の話を真剣に聞きながら、その想い
を共有しなければなりません。そして、想いを共有しながらも、業務として正さなければならな
いことには適切に指摘をしなければなりません。援助者はいつも、利用者が問題を解決するため
の第一歩を踏み出せる様、具体的な提案や情報を紹介して、今後に向けての展望が広がるように
取り組んでいかなければなりません。
問題の解決に当たっては、援助者自身がアセスメント（事前評価）の段階で、何に焦点を当て
るかを考察しなければなりません。援助場面にあっては、ケース毎に対応は違います。一人の力
には限界があります。実際の対応では、専門家同士が連携強化し、チームワークを図りながら、
専門的援助関係を育てていかなければなりません。
実際、具体的な援助場面では、職場の制約や援助観の食い違い、他職種への反発等、様々な問
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題が絡み合っています。援助者の役割は、現在の状況に対し、自分がどのように取り扱い、解決
を図っていくかが焦点になります。利用者の想いを受け止め、利用者に寄り添いながら、利用者
の気づきを促し、利用者をサポートして事が重要です。決して無理をするのでなく、自ら出来る
所からの取り組みが求められています。どの福祉現場でも、組織に置ける確認作業として、予測
できるトラブルへの対応や、突発的なトラブルへの対応が求められています。現場ではいつも、
事の危険性や緊急性を予測して、具体的な予防策を考えて置かなければなりません。効果的に援
助が行われるためには、援助者も利用者も相互に、何をして、何をしようとしているかを確認し
ていかなければなりません。具体的に援助活動を行うにあたって、何が必要で、何が不足してい
るのかを、段階を追って、確認していくことが必要となります。援助者には、総合的で多面的な
視点で、援助活動の全般を見渡す織見が求められています。（この項：「スーパービジョン」よ
り質の高い援助実践をめざす：岡本民夫監修：中央法規出版参照：保育研修会「ソーシャルワー
クの視点から見る子育て支援」筆者担当講演要旨より、2011年２月22日：鹿児島市親子のつど
い）
４．保育士の役割：対人援助（活動）の意味
如何に専門家であれ、果たして、人が人に援助をできるかという判断があります。私は、何も
出来ないかもしれないが、ただ自分が援助者として、サービスの利用者に対し、援助したい想い
を持っていることを伝える、その事は出来ると思っています。利用者は発展途上に居て、人から
受け入れられて初めて、自らが問題に気づき、自分でどうしたらよいかを、今後に向けて考え始
めると言われています。サービスの利用者は、援助活動の人間関係を通して、問題の解決に向け
て、少しでも取り組みを開始し、自己実現を図っていきます。私は援助者として、利用者のその
自主的な歩みに寄り添っていきたいと思っています。
人は人間関係の中で生きると言われています。援助は一人だけでは取り組めないともいわれて
います。利用者本人が自分で納得できるような位置づけや役割は、答えとして、すぐに獲得でき
るわけではありません。援助者が、問題の解決に向けて真翠に努力していることを示し続ける中
で、利用者は、自己の問題解決の手がかりを増やしていくように思います。（この項：社会福祉
施設等中堅職員等研修「対人援助技術論」筆者担当講演趣旨より、平成22年６月１６日：鹿児島県
民交流センター）
①受容と共感のかかわり
「子どもは伸び行く力を秘めている」といわれます。ただ複雑多様化した、この現代社会にお
いては、子どもの持っている素質だけに任せていては、子ども発達の可能性を豊かに膨らませて
いくことにはなりません。保育者は、子どもが伸びやかに主体的に活動する環境を準備し、援助
していかなければなりません。日々の保育の中では、幼児の示す行動や言動に戸惑いを覚えるこ
とが少なくありません。実践事例にもあるように、子どもがあるがままに自由に、自分の生活を
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築きあげていくためには、この人だけは自分を守り続けてくれるという信頼共感関係に基づく、
関わりの継続と蓄積が必要になります。幼児は、自分が興味を示した好きな遊びに一緒になって
飛び込んでくれるような保育者を求めています。
「ここでは、ありのままの自分を受け入れてくれる人が居る」ということだけで安らぎを見出
し、自分を変化させていくきっかけをつかむ事ができます。変化は変化を生み出し、幼児を取り
巻く人達のものの見方や考え方を変化させていきます。幼児は、自分のまわりの環境の変化には
敏感です。自分を見つめてくれる多くの人のまなざしを感じとって行くのかもしれません。保育
者は、幼児の環境を豊かにしていく刺激の運び手です。保育者が幼児をあるがままに受け止め、
幼児の感性に理解を示す姿勢は、幼児の力を大切に育んでいく下地になるものだと思います。
②一人ひとりを見つめるまなざし
「人は心のこもったまなざしは忘れない」と云います。子ども達は、自分が達成感を持てるこ
とに興味を集中させ、個性を輝かせていきます。子ども達が自由に伸びやかに個性を輝かせてい
くためには、子ども達の行動や表情を見落とさないようにしていかなければなりません。保育者
は子ども達をあるがままに受け入れ、先回りしすぎることなく、子どもの個性に応じて、自らの
自立を支えていきます。
「人間は、人と人との関わりの中で育つ」といわれます。子ども達は、自分が何をなすべきか
を自分で考え、自らが勇気を持って課題に立ち向かっていきます。その下地は、幼児期の人と人
との関わりの中に育まれるものだと思います。子ども達は美しいものを美しいと、楽しいことは
楽しいと素直に感動し、それを豊かに表現していきます。日々の暮らしの中で、保育者は子ども
の行動や表情にあたたかい目配りと、心のこもったまなざしの姿勢を持ち、保育の関わりを深め
ていきます。
子ども達は、それぞれが違う個性を持ち、お互いが自分を受けとめて欲しいと思い、お互い
を大切にしながら、自分の世界を築き上げていきます。保育者は、子ども達の思いや気持を受け
止め、保護者とともに育てあわなければなりません。子どもが興味を示した遊びの中に一緒に
なって飛び込む保育士の関わりは、子ども達の一人ひとりの個性を豊かに育んでいく事になりま
す。
③人と人との関わりの中で
「子どもは親の宝である」とよく言われます。それ以上に親は子どもにとって、何者にも代え
がたい宝であります。親は、子どもにとって、この世で最初に出会う大人です。成長･発達して
いく子どもにとっては、日々の生活の中で、子どもが親とどのような関わりが持てるのかはきわ
めて重要です。子ども達は、自分が何者であるか、あるいは他者から受け入れられているかを確
かめながら、身の回りの人との関わりを深めていきます。
どんな素敵な保育者も、親には適わないところがあります。しかしながら、子育ては親だけに
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任されたものではありません。子ども達の生きる力を育み、子どもの自主性を育てていくのに
は、彼らの個性に応じて、彼らを取り巻く環境を、より一層豊かなものにしていかなければなり
ません。
保育者は、自分の力や役割を心得ていながら、資質を高め、他の人達と手を携えて、協力し
合っていかなければなりません。綿密に計算された（運動会などの）行事に参加する事は、子ど
も自身が主体的に関わった意識を持つことが出来て、自分が大切にされているという事を体得で
きる貴重な機会でもあります。参加した全ての人たちが、子ども達との関わり合いの中で、身体
を動かし、互いの思いをやり取りする事自体、意義あることだと思います。保育は一人では取り
組めません。多くの社会資源やネットワークの中で、人と人とが関わり合いの中で育ちあわねば
なりません。
④あるがまま(の自分)を見つめて
乳児期の子ども達は、自分のまわりの環境にとりわけ敏感です。子ども達は多くの人と出会
い、様々なふれ合いを通して、人間らしく成長していきます。子ども達は誰もが皆、心の安らぎ
を求め、幸せを追い求めていきます。楽しい事やうれしい事だけでなく、悩んだり苦しんだりす
ることも手がかりにして、心底自分を受け止めてくれる人を捜し求め続けていきます。
保育は、まず子ども一人ひとりをあたたかく受容する事にあると思います。保育所は、子ども
にとって大切な心のよりどころです。保育の現場では、打てば響くような臨機応変な対応も必要
ですが、その子の成長を見通して、忍耐や待ちの姿勢を持つことも必要になります。子どもたち
が自分の課題を乗り越えるためには、一定の継続的時間の経過が必要なことがあります。子ども
は、自らを支えてくれる人との関わりのなかで、自分らしい自立への歩みを始めます。
保育の関わりは受けとめるだけでなく、寄り添いだけでない見守りの姿勢も重要です。そのこ
とで子どもたちは、自分から自己の課題に取り組む主体性や自主性を育んでいます。
子どもは、親と出会い、保育士と関わり、仲間とふれあうことによって、自分らしさを発揮
し、確実に成長していきます。保育者は、ひとりの人間として、子どもをあるがままに見つめ、
子どもの思いを受けとめ、保護者と関わりながら、仲間と協力して、自らを磨き、子どもの生き
る力を育む、そういう保育に取り組んでいかなければなりません。
⑤子どもと親を見つめる保育者
「保育は子どもの育ちを保障していく事だ」といわれます。最近の風潮として、ともすると、
どんなに便利が良いかとか、どれだけ楽ができるかということだけが先行し、そのことがあたか
も、何よりも良い事や豊かさの証しみたいに見られがちです。しかし、本当は、無駄なやりとり
をすることや、意図的に苦労を重ねることも、とても大切で重要な事です。最近、多くの人たち
がそのことに気づき始めています。
子どもたちの生きる力は、人と人との多くのふれあいの中で育まれます。お互いの心や想いを
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繰り返しやり取りし、その積み重ねのなかで少しずつ育まれていくのです。社会が多様化し、家
庭が変容しているこの時代は、とりわけ子どもを取り巻く環境を、刺激豊かにしていかなければ
なりません。子どもが子どもらしくあるために、保育者は、日々子ども達の限りない成長と発達
を幅広く見つめ続けていかなければなりません。
子ども達は自分がどのように親に見つめられているか、あるいは自分のまわりの多くの人々
にどんなに関わりを持ってもらえているかと云う事にとても敏感です。ありのままに自分が自然
に認められ、大切にされていると思えることが基本で大事なことです
喜びや悲しみを共にし、折節のやり取りやふれあいを重ねて、育ちは保障されるのかもしれま
せん。今日、保育者は子どもを保育する役割だけでなく、地域の親たちの子育てを支援していく
役割も大いに期待されています。
⑥援助は連携と協力のもとに
子育てに関わる問題が拡大化する中で、保育士に求められる仕事の中味は、ますます専門化高
度化されつつあります。伸びゆく子ども、育ちゆく子どもへの援助活動は、何も一人の保育士だ
けに任せられたものではありません。しかし、保育士の仕事は確実に多様化しています。
最近では保育に携わる保育士も、確実に専門的な知識や技術を蓄え、知恵や工夫を駆使してき
ています。昔に比べ保育内容の充実も図られてきています。しかし保育士一人で取り組むにはど
うしても限界があります。個人で取り組めないことは、保育士同士の連携による協同・協力の態
勢で取り組んでいかなければなりません。
保育園でふれあう子どもたちは、皆が皆自己の個性を輝かせながら、援助者である保育士を見
つめています。とりわけ保護者との関わりに戸惑いを覚えている子どもは、その橋渡しを保育士
に求めます。
また、子どもとの関わりに戸惑いを覚えている保護者も、その橋渡しを保育士に求めます。保
育士は、保護者と子どもの双方に、相互に変化の可能性を運ぶ調整役を果たさねばなりません。
保育士には、日々の保育の中で、保護者と子どもをあるがままに受けとめ、相手の思いに耳を
傾け、相手を理解しようとする姿勢を示し、誠実さとゆとりをもって、丁寧に応答していくこと
が求められます。この事は、何も保育のみならず対人援助活動の基本であります。（この項：
『「保育の友」第52巻第７号：増刊号：私たちの指導計画』より：Ｐ44～Ｐ８１：「保育のヒン
ト」平成16年度事例検討：筆者執筆担当』全国社会福祉協議会）
５．保育をめぐる国の動向と課題
保育所の基準関係については、地域主権改革として、平成21年10月７日に、地方分権改革委員
会からの勧告内容が提示され、保育所基準については、廃止または条例委任とするとの勧告内容
が示されました。（平成22年６月29日に、少子化社会対策会議で決定した「子ども･子育て新シ
ステムの基本制度案要綱」については後述：資料添付。）
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平成21年12月１５日の閣議決定で、地方分権改革推進計画の内容が示されました。その中味は、
保育所の最低基準は、条例で都道府県（政令指定都市、中核市も含む）が定めるとする事。その
際、保育士の配腫基準、保育室や乳児室の居室の面積基準、保育の内容（保育指針）、調理室
（自園調理）などについては、国の基準と同じ内容でなければならない事。屋外遊技場の設極、
必要な用具の備え付け、耐火上の基準､(保育時間、保護者との密接な連絡などについては、国の
基準を参考にすればよいとの事となります。（ただし、居室の面積基準については、東京都の一
部の地域に限り、待機児童解消までの一時的な措置として、合理的な理由がある範囲内で、国の
基準と異なる内容を定める事ができるとあります。）
地域主権改革推進整備の法案は、第174通常国会に提出され、衆議院で継続審議になっていた
ものです。2009年、民主党マニフエストでは「社会全体で子育てする国」「安心して子育てと教
育ができる政策」をうたい、明日の安心と成長のための緊急経済対策を立て、新成長戦略の基本
方針のもと、保育サービスや放課後児童クラブ等今後の子育て支援策の総合的な推進のため（今
後５年間の数値目標を決めて）、平成22年１月に、子ども･子育てビジョンが策定されました。
ここでは、新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築に向けて検討されまし
た。検討事項は多様で、簡略に整理すると、第一には、育児休業や保育、放課後対策への切れ目
のないサービスの保障をして、子育て支援サービスのための包括的･一元的な制度を構築し、幼
保一体化を含め、多様なサービスメニューを整備し、すべての子育て家庭を対象にするとの考え
です。
次に、利用者である子ども中心の仕組みを導入して、利用者本位の保育制度に向けた抜本的な
改革を図ることです。市町村の責務の下、利用者と事業者の間の公的な保育契約制度を導入し、
利用者への例外のないサービスを保障し、利用者補助方式への見直しをする等のことです。
続いて、多様な利用者ニーズへの対応として、潜在需要に対応した量的な拡大を図り、家庭的
な保育や、小規模サービス、地域子育て支援等、多様なサービスメニューを立て、保育への株式
会社やNPO等の事業者の参入促進を図り、施設設備費や運営費の使途範囲や会計基準等の見直し
を図り、保育のサービスの質の向上を目指すことにあります。
地域の実情に応じたサービスの提供を行うためには、その市町村自治体が実施主体者になるべ
きであるとあります。安定的で継続的な費用を確保するためには、国、地方自治体、事業主、本
人を含め、社会全体による費用負担と財源確保という問題もあります。（この項：資料：厚生労
働省雇用均等･児童家庭局：平成22年９月27日）
６．求められる保育士の役割
保育士は、主に保育所で、子ども達の保育（養護）に関する業務に専門的に従事します。保育
が必要な子どもの保育だけでなく、地域の子育て支援にも取り組み、子どもの最善の利益を考慮
し、子ども福祉を重視し、子どもの保護者とともに、子どもの成長の喜びを共有します。保育士
には、保護者への支援の役割もあり、地域の子育て家庭に対する支援も求められています。保育
保育士役割の考察８７
所保育指針によると、保育指導の意味として、子どもの保育の専門性を有する保育士が、保育に
関する専門的な知識、技術を背景としながら、保護者が求めている子育ての問題や課題に対し
て、保護者の気持を受けとめつつ、安定した親子関係や養育力の向上を目指して行う子どもの養
育（保育）に関する相談、助言、行動見本の提示、その他援助業務の総体をいうとの解説もあり
ます。
保育士には、一人ひとりの保護者の状況を踏まえ、子どもの保護者の安定した関係に配慮し
て、保護者の養育力の向上に資するように、適切に支援することが求められています。今後は、
子育てに関する相談や助言など、保育士がソーシャルワーク機能を果たすことも必要になりま
す。生活問題を抱える援助利用者と、利用者が必要としている社会資源の関係を調整しながら、
サービス利用者の問題解決を図り、自立した生活の実現を図るための取り組みが求められていま
す。
また、地域の子育て支援に関する資源を積極的有効に活用するとともに､子育て支援に関する
地域の関連機関や施設団体との連携と協力を図っていかなければなりません。保育士に多様な役
割が求められる中、保育士には、対人援助の専門家としての倫理観や価値観を踏まえた、専門性
と人間性が求められています。
（この項：保育所保育指針・幼稚園教育要領：[解説とポイント］より、P210他、ミネルヴァ書
房編集部：2008年５月：ミネルヴァ書房）
資料
子ども・子育て新システムの基本制度案要綱
、一雨詞
【目的】
子ども・子育て新システムでは、以下のような社会を実現
◆すべての子どもへの良質な成育環境を保障し、子どもを大切にする社会
◆出産・子育て・就労の希望がかなう社会
◆仕事と家庭の両立支援で、充実した生活ができる社会
◆新しい雇用の創出と、女性の就業促進で活力ある社会
【方針】
以下の方針のもとに、制度を構築
◆子ども・子育てを社会全体で支援
◆利用者（子どもと子育て家庭）本位を基本とし、すべての子ども・子育て家庭に必要な良質のサービ
スを提供
◆地域主権を前提とした住民の多様なニーズに応えるサービスの実現
◆政府の推進体制の一元化
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【新システムとは】
以下のような新システムを実現
◆政府の推進体制・財源の一元化
◆社会全体（国・地方・事業主・個人）による費用負担
◆基礎自治体（市町村）の重視
◆幼稚園・保育所の一体化
◆多様な保育サービスの提供
◆ワーク・ライフ・バランスの実現
｢面一墓禾諒、
○子どもの育ち・子育て家庭を社会全体で支えるため、市町村（基礎自治体）が制度を実施し、国・
都道府県等が制度の実施を重層的に支える仕組みを榊築する。
○事業ごとに所管や制度、財源が様々に分かれている現在の子ども・子育て支援対策を再編成し、幼
保一体化を含め、制度・財源・給付について、包括的・一元的な制度を構築する。
○実施主体は市町村（基礎自治体）とし、新システムに関するすべての子ども・子育て関連の国庫補
助負担金、労使拠出等からなる財源を一本化し、市町村に対して包括的に交付される仕組み（子ど
も・子育て包括交付金（仮称））を導入する。
○給付の内容は、以下の２種類とし、すべての子どもと子育て家庭のニーズに応じて必要な給付を保
障する。
（１）すべての子ども・子育て家庭を対象とした基礎的な給付
（２）両立支援・保育・幼児教育のための給付
都頑I荷鼎の役悩
○国は、新システムの制度設計を担うとともに、市町村への子ども・子育て包括交付金（仮称）の交
付等、制度の円滑な運営のための必要な支援を行う。
○都道府県は、広域自治体として、市町村の業務に関する広域調整や市町村に対する情報提供など、
市町村における制度の円滑な運営のための必要な支援を行うとともに、子ども・子育て支援施策のう
ち、都道府県が主体となって行う事業を行う。
市町村の権限と責涌
○市町村は、国・都道府県等と連携し、新システムの下で、現金給付と現物給付の組合せ（配分）や
給付メニューの設定（選択）など、自由度を持って地域の実情に応じた給付を設計し、以下の責務の
下で、当該市町村の住民に新システムのサービス・給付を提供・確保する。
僅
必要な子どもにサービス・給付を保障する責務
質の確保されたサービスの提供責務
適切なサービスの確実な利用を支援する責務
サービスの費用・給付の支払い責務
計画的なサービス提供体制の確保、基盤の整備責務
｢両－１雨蕊、
１すべての子ども・子育て家庭支援（基礎給桐
○すべての子ども・子育て家庭を対象にした基礎的な給付として、子ども手当や－時預かり、地域子
育て支援等のための給付を行う。
(個人給付）
（１）子ども手当（個人への現金給付）
○中学生以下の子どもを対象に、子ども手当の給付を行う。
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（２）子育て支援サービス（個人への現物給付）
○乳幼児の良質な成育環境の確保と保護者の負担軽減の観点から、すべての乳幼児と保護者を対象と
した個人への現物給付（一時預かり等）を行う。
（３）現金給付・現物給付の一体的な提供
○市町村の決定する枠組みの下、個人の選択に基づき、子ども手当と個人への現物給付を組み合わせ
ることを可能とする仕組みを検討する。
○個人給付の一部については、市町村の選択により、以下のような仕組みで給付を行う方法を検討す
る。
①個人給付の一部を、就学後の学校給食費等として学校に支払うことを可能とする仕組み
②給付の趣旨が活かされた利用を促すため、個人給付の一部を、子育てサービス、教育サービス等
に利用可能な利用券等の方式により給付を行うことを可能とする仕組み
（４）妊婦健診
○妊婦健診について、基礎給付として新システムから給付することを検討する。
(その他の子育て支援事業）
（５）その他の地域の子育て支援事業
○乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業、地域子育て支援拠点事業、児童館など、地域の子育て
支援のための事業を給付する。
（６）市町村独自の給付
○市町村の裁量により、基礎給付の上乗せや、上記の基礎給付以外の子育て支援サービスを新システ
ムの事業として独自に給付することができる仕組みとする。
子どものかめの多様なサーヒスの提供と仕事と家庭の両立支撒
両立支援保育幼児教育給付（仮称）
○幼保一体給付（仮称）や育児休業給付等、幼保一体化を含め、仕事と子育ての両立支援と、保育
サービス、幼児教育を保障するために、妊娠から出産、育児休業、保育サービスの利用、放課後対策
まで、切れ目のないサービスを提供する。
（１）産前・産後・育児休業給付（仮称）
○産前・産後・育児期における就業中断中においても安心して平どもを生み育てることができるよ
う、妊娠から保育サービスまで切れ目なく給付が受けられる仕組みとして、産前・産後・育児休業中
の現金給付の一体化を、実施方法とあわせて検討する。
（２）幼保一体給付（仮称）
○幼保一体給付（仮称）は、こども圏（仮称）への給付を始め、小規模保育サービス、短時間利用者
向け保育サービス、早朝・夜間・休日保育サービス、事業所内保育サービス等の多様なサービスに対
する給付とする。
○これらのサービスに対する給付については、価格制度を一本化する。
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①こども園（仮称）
○幼稚園・保育所・認定こども園の垣根を取り払い（保膏に欠ける要件の撤廃等）、新たな指針に基
づき、幼児教育と保育をともに提供するこども園（仮称）に一体化し、新システムに位腫づける。
○こども園（仮称）については、「幼保一体給付（仮称）」の対象とする。
②小規模保育サービス
○主に３歳未満児に重点化した需要や、へき地などの人口減少地域などに対応するため、家庭的保育
サービス、複数の家庭的保育者によるサービス、訪問型サービス、保育所等と連携した形態による小
規模サービス等について、小規模保育サービスとして新システムに位霞づける。
③短時間利用者向け保育サービス
○主に３歳未満児を対象として日数や時間の短い需要に対応し、短時間労働者等が定期的に利用する
形態のサービスとして、短時間利用者向け保育サービスを新システムに位極づける。
④早朝・夜間・休日保育サービス
○早朝、夜間、休日の保育ニーズに対応した保育サービスとして、早朝・夜間・休日保育サービスを
新システムに位圃づける。
⑤事業所内保育サービス
○事業所内保育サービスを、新システムに位腫づける。
⑥広域保育サービス
○複数の市町村が連携して股極する保育施設、複数の事業者が共同で設固する保育施設等について、
広域保育サービスとして、新システムに位圃づける。
⑦病児・病後児保育サービス
○体調不良・病気などの場合において必要な保育サービスを提供するものとして、病児・病後児保育
サービスを新システムに位腫づける。
⑧その他サービス
※①～⑦につれて、多様な給付メニューのイメージ（別紙）
(給付の仕組み）
○非正規労働者、自営業者、求職者も含め、親の様々な就労状況にも応じることができる公的保育
サービスを確実に保障するため、客観的な基準に基づく保育の必要性を認定し、それに基づきサービ
スを利用する地位を保障する。
○利用者がサービスを選択可能な仕組みとするため、市町村の関与の下、利用者と事業者の間の公的
保育契約制度を導入する。
○必要な給付の保障責務や利用者の支援など、市町村の責務の明確化を図る。
○利用者に対し、利用したサービスの費用を確実に保障する仕組み（利用者補助方式）とし、一定の
利用者負担の下にサービスが利用できるよう、公定価格を基本としつつ、現物給付する。その際、
サービスの多様化の観点等を踏まえ、柔軟な制度を検討するとともに、提供される多様なサービスの
特性に配慮する。
(多様な事業者の参入による基鵠翰僅）
○幼保一体給付（仮称）の各サービス類型ごとに、事業者を指定し、指定された事業者がサービスを
提供する仕組みを導入（指定制の導入）する。
○子ども・子育てビジョンの目標達成に向け、幼保一体給付（仮称）の各サービスについて、集中的
に整備する。特に、地域におけるNPO等による家庭的保育サービス、小規模保育サービス等の取組支
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援の拡充を図る。
○イコールフッテイングによる株式会社・NPO等の多様な主体の参入促進のため、
・サービスの質を担保する客観的な基準による指定制を導入する。
・施設整備費の在り方を見直す。
・運営費の使途範囲は事業者の自由度を持たせ、一定の経済的基礎の確保等を条件に、他事業等への
活用を可能とする
・会計基準は、法人類型ごとの会計ルールに従うことを基本とする。
(サービスの安定と質の確保・向上）
○撤退規制、情報開示等のルール化を行うことにより、サービスの安定と質の確保を図る°
○サービスの質の向よを検討する。
{灘繍藤蕊墓雛…
（４）放課後児童給付（仮称）
○放課後児童給付（仮称）については、「小一の壁」に対応し、保育サービス利用者が就学後の放課
後対策に円滑な移行を可能とするという視点に基づき、放課後の遊びの場と生活の場を提供するサー
ビスとして、個人に対する利用保障を強化する。
○指定事業者ごとに利用登録する仕組みを導入し、登録児童数に応じて当該指定事業者に費用保障す
る仕組みを検討する。
○小４以降も放課後児童給付（仮称）が必要な子どもにサービス提供を行う。
（５）市町村独自の給付
○市町村の裁量で、両立支援・保育・幼児教育給付（仮称）の上乗せ給付が可能となる仕組みを検討
する。
｢而一罰額面
○社会全体で子ども・子育て支援を支えるという観点から、社会全体（国・地方・事業主・個人）に
より、必要な費用を負担する。
○両立支援・保育・幼児教育給付（仮称）に、事業主・個人が拠出することを検討する。
○国及び地方の恒久財源の確保を前提として実施する。
○既存の特別会計（勘定）の活用などにより、子ども・子育て勘定（仮称）を設け、各種子ども・子
育て対策の財源を統合し、市町村が自由度を持って必要な給付を行うことができるよう、子ども・子
育て包括交付金（仮称）として、市町村に対して必要な費用を包括的に交付する。
○子ども・子育て包括交付金（仮称）の算定基礎は、児童人口などの客観的な指標を基本とするが、
両立支援・保育・幼児教育給付（仮称）について需要瞳に応じた要素を加味することなどを検討す
る。
○市町村は、子ども・子育て特別会計（仮称）において、子ども・子育て包括交付金（仮称）と地方
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からの財源をあわせ、地域の実情に応じ、給付を行う。
○事業主拠出の在り方は、社会全体で子ども・子育てを支える観点や、両立支援における企業の果た
す役割を踏まえ、企業の経済活動に対する影響などにも配慮しながら、検討を行う。
｢▽一万戻二雨司
○幼稚園・保育所・認定こども園の垣根を取り払い（保育に欠ける要件の撤廃等）、新たな指針にづ
き、幼児教育と保育をともに提供するこども園（仮称）に一体化する。（再掲）
○すべての子どもに質の高い幼児教育・保育を保障するとともに、家庭における子育て．教育にも資
するため、幼稚園教育要領と保育所保育指針を統合し、小学校学習指導要領との整合性．一貫性を確
保した新たな指針（こども指針（仮称））を創設する。
○こども指針（仮称）に基づき提供される幼児教育・保育について、資格の共通化を始めとしたこど
も園（仮称）としての機能の一体化を推進する。
○こども圏（仮称）については、現在の幼稚園、保育所、認定こども園からの円滑な移行に配慮しつ
つ、学校法人、社会福祉法人、株式会社、NPO等、多様な事業主体の参入を可能とする。
Ⅵ新システム実施体制の一元化
○新システムを一元的に実施する子ども家庭省（仮称）の創設に向けて検討する。
Ⅶ都道府県が行う市町村支援事業
○子ども・子育て支援施策のうち、広域自治体として市町村を支援する事業、社会的養鍍を始め都道
府県事業として位極づけることが適当であると考えられる事業について、新システムに位腫づけるこ
とを検討する。
､而一宅面面
○子ども・子育て支援のサービス・給付を、子ども・子育て当事者のニーズに即したものとするた
め、また、効果的かつ効率的な制度運用のため、地方公共団体、労使代表を含む負担者、子育て当事
者、NPO等の子育て支援当事者等が子育て支援の政策プロセス等に参画・関与することができる仕組
みとして、国に子ども・子育て会議（仮称）を設図することを検討する。
○具体的な給付設計、費用負担等について、ワーク・ライフ・バランスを推進する観点から制度の検
討を行う。
○給付設計に当たっては、子ども・子育て支援における地方の自主性を発揮する観点から、可能な限
り、地方の自由度を尊重することを基本とする。
○まちづくりと連携して子育て支援施設の整備を推進する仕組みづくりを行う。
○すべての子どもを対象とした放課後子ども教室推進事業については、放課後児童給付（仮称）との
関係について検討する。
｢辰一五罰
○２３年通常国会に法案を提出、２５年度の施行を目指す。
※国及び地方の恒久財源を確保しながら25年度の本格施行に向けて段階的に実施する。
※待機児童解消対策、現金・現物給付の一体的提供など、２３年度から実施できるものは前倒しして
実施する。
保育士役割の考察９３
※新システムの実施に当たっては、成長戦略策定会議等との連携を図る。
※子ども・子育て包括交付金（仮称〉をはじめとした国と地方の役割に関する具体的な制度設計に
当たっては、実施主体である地方が新システムを円滑に施行できるよう地方の意見を反映するとと
もに、地域主権戦略会議が進めている一括交付金の制度設計や国と地方の協議の場での議論との連
携を図る。 (この項：平成22年６月29日少子化社会対策会議決定）
